
１　事業の成果

２　事業の実施に関する事項

（１）　特定非営利活動に係る事業

実施 支出額

日時 (千円)

ヘリコプターを利用し、沖縄
県離島、過疎地等、救急医療
を必要とする人々に対してこ
れを無償で行う。

通年 31,094

飛行機を利用し、沖縄県離
島、過疎地等、救急医療を必
要とする人々に対してこれを
無償で行う。

通年 14,701

訓練等を目的に航空機の使
用を必要とする個人または団
体に当法人の所有機を賃貸
する。

通年 0

沖縄県民、来
沖商用者、観
光客

航空機賃貸事業 沖縄全島 航空関係者

沖縄全島MESH飛行機事業

MESHヘリ事業 沖縄全島

定款の 従事者の

事業名 場所 人数
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平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

沖縄県民、来
沖商用者、観
光客

範囲及び人数

受益対象者の実施
事業内容

平成29年4月1日より、当法人の救急ヘリ活動圏域である沖縄県北部地域の自治体からの補助が終了。
救急ヘリ事業への補助再開要請を継続しつつ、平成30年3月8日から同年8月31日までの間、救急ヘリ要請に対応し、
21件の救命活動を実施しました。

補助終了から1年5ヶ月の間、補助再開に向けた協議に進展はなく、事業費枯渇による活動終了を迫られる中、今
の当法人にできる救命活動を貫ぬくべく、2015年にクラウドファンディングにて入手した小型飛行機による救命活動
に移行する事を決断しました。

小型飛行機による遠距離離島の救命活動を平成30年11月1日から開始し、平成31年3月31日までの間に10件の救
命活動を実施しました。また国際便を有する沖縄県の宮古島･石垣島にて1類感染症患者が発生した際に、対応可
能な医療機関を有する沖縄本島への搬送手段がなく、厚生労働省は当法人に協力を要請。平成31年3月6日に当
法人と厚生労働省那覇検疫所にて協力協定を締結しました。

法人設立から11期が終了し、活動資金の問題は然る事乍ら、救える命を救うため、対峙する離島・僻地の医療問
題改善に尽力して参ります。



（単位：円）

現金 10,650 短期借入金 30,049,000

預金 50,835,907 預り金 1,378,723

商品券 275,341

仮払金 562,280

31,427,723

51,684,178 31,427,723

（１）有形固定資産

建物附属設備 55,923

車両運搬具 1

航空機 4,925,120

工具器具備品 13,085

（２）無形固定資産 0 4,840,275

（３）投資その他の資産 20,410,309

差入保証金 0

4,994,129 25,250,584

56,678,307 56,678,307資産合計

固定資産合計

２．固定資産

流動資産合計

Ⅲ　正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産

１．流動資産

Ⅰ　資産の部

１．流動負債

Ⅱ　負債の部

負債及び正味財産合計

正味財産合計

流動負債合計

負債合計

平成３１年３月３１日現在

特定非営利活動に係る事業会計　貸借対照表

科 目 金 額
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科 目 金 額




